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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期
第２四半期
連結累計期間

第９期
第２四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日　

自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日　

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日　

営業収益

(うち受入手数料)(注)２
(千円)

926,550

(749,013)

411,542

(230,167)

1,513,039

(1,121,798)

経常損失(△) (千円) △10,611 △301,190 △263,734

四半期(当期)純損失(△)(千円) △89,917 △425,798 △359,438

四半期包括利益又は包括利

益
(千円) △91,748 △432,418 △354,294

純資産額 (千円) 4,492,951 3,719,439 4,161,508

総資産額 (千円) 37,407,904 30,431,947 33,346,214

１株当たり四半期(当期)

純損失金額(△)
(円) △16.38 △85.52 △66.68

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額　

(注)３

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.0 12.2 12.5

営業活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) 313,841 △400,700 598,663

投資活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △11,746 △28,031 △13,825

財務活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △12,529 △9,650 △81,426

現金及び現金同等物の四半

期末(期末)残高
(千円) 3,097,612 2,873,075 3,311,458

　

回次
第８期
第２四半期
連結会計期間

第９期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成23年７月１日
至 平成23年９月30日　　

自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日　　

１株当たり四半期純損失

金額(△)
(円) △14.00 △51.54

  （注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　当社グループは、前連結会計年度まで８期連続の営業損失を計上しております。当第２四半期連結累計期間において

も、営業収益411百万円（前年同四半期比55.6％減）となり、営業損失309百万円を計上しております。また、前事業年

度の有価証券報告書に記載したとおり、中核事業である外国為替証拠金取引業、特に取引所為替証拠金取引「くりっ

く365」に関しては、①平成23年８月２日及び平成24年４月５日に発生した連結子会社スター為替証券株式会社の

「くりっく365」のシステム障害、②平成23年８月１日から開始されたレバレッジ規制、③競合他社の増加やそれに伴

う手数料ディスカウントなどの競争激化の影響から業績が低迷しており、その回復が不透明な状況であります。これ

により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社グループは、当該状況への対応策として、外国為替証拠金取引業、特に取引所為替証拠金取引「くりっく365」及

び、取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」と併せて、プロモーションやキャンペーンに注力することで、競争

力と収益力の強化を目指してまいりました。しかし、業績は依然として低迷が続き、将来においても回復の見込みが乏

しいと判断せざるをえない状況となったことから、同事業の規模を縮小することによって収支の改善を図り、財務状

況の改善を進めることが急務と考えました。これにより、平成24年９月14日に、取引所為替証拠金取引「くりっく

365」、取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」及び店頭為替証拠金取引「為替24」の事業について、インヴァ

スト証券株式会社を承継会社とする吸収分割契約書を締結いたしました。詳細につきましては「第２　事業の状況」

の「２ 経営上の重要な契約等」に記載のとおりであります。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当社連結子会社のスター為替証券株式会社（以下「スター為替証券」といいます。）は、平成24年９月14日に、平成

24年８月31日付で締結した基本合意書に基づき、同社の株式会社東京金融取引所（以下「東京金融取引所」といいま

す。）における為替証拠金取引（以下「くりっく365」といいます。）及び株価指数証拠金取引（以下「くりっく株

365」といいます。）に係る事業（以下、合わせて「分割事業１」といいます。）について、また、同社の店頭為替証拠

金取引（以下「為替24」といいます。）に係る事業（（以下、「分割事業２」といい、「分割事業１」と合わせて「本

件事業」といいます。）について、インヴァスト証券株式会社（以下「インヴァスト証券」といいます。）を承継会社

とする吸収分割契約書を締結いたしました。

　会社分割の概要は次のとおりであります。

（1）会社分割の目的

スター為替証券においては、①平成23年８月並びに平成24年４月に発生した取引所為替証拠金取引「くりっく

365」のシステム障害、②平成23年８月１日から開始されたレバレッジ規制、③平成24年1月の取引所為替証拠金取

引及び店頭為替証拠金取引に係る税制一本化、④競合他社の増加とそれに伴う手数料ディスカウントなどの競争激

化の影響から、外国為替証拠金取引事業の業績が低迷しておりました。

また、平成22年11月から取扱いを開始した「くりっく株365」につきましても、これまで積極的なプロモーション

やキャンペーンに注力してまいりましたが、取引高は増加してきているものの、いまだ安定的な収益を計上するに

至っておりません。

当社及びスター為替証券は、両事業の黒字化に向けて、競争力と収益力の強化に努めてまいりましたが、将来にお

いても業績回復の見込みが乏しいと判断せざるをえない状況となったことから、本件事業を他の金融商品取引業者

へ譲渡し、同事業の規模を縮小することによって収支の改善を図り、財務状況の改善を進めることが急務と考えま

した。

そこで同社は平成24年８月31日、本件事業を吸収分割の方法で承継させることにつきインヴァスト証券と基本合

意し、同年９月14日に同合意に基づき吸収分割契約書の締結を決議したものであります。

なお、スター為替証券は、本件事業の分割に伴うシステムの移管を安定的に行うために、システムの移管を２回に

分けて行うことといたしました。そのため、分割事業１と分割事業２の効力発生日を別の日とする必要が生じたこ

とから、分割事業１と分割事業２について、別個の吸収分割契約書を締結することといたしました。　
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（2）会社分割の方法

スター為替証券を分割会社とし、インヴァスト証券を承継会社とする吸収分割。

（3）分割期日

　「くりっく365」「くりっく株365」（分割事業１）　　平成24年12月２日

　「為替24」（分割事業２）　　　　　　　　　　　　　平成24年11月25日

（4）分割に際して発行する株式及び割当

分割事業１および分割事業２の権利義務の譲渡対価を合わせて金470百万円の金銭の交付を受ける予定となって

おります。ただし、分割事業１の分割契約については、分割承継資産等の対価として金470百万円の金銭の交付を受

け、分割事業２の分割契約については、分割承継資産等の対価として金銭の交付はありません。

なお、効力発生日の前日における本件事業に関連して顧客からスター為替証券に預けられた金銭（以下「預かり

証拠金」といいます。）の総額が、平成24年８月31日における預かり証拠金の総額よりも減少した場合、当該減少額

の平成24年８月31日における預かり証拠金に占める割合を乗じて計算した金額（千円未満の端数は切捨て）を控

除することといたしました。

　本分割による株式の割当はありません。

（5）割当株式数の算定根拠　

　当該事項はありません。

（6）分割する事業の経営成績

　 　　　　　　　　　　平成24年３月期（百万円）

　

「くりっく365」

「くりっく株365」

（分割事業１）　

「為替24」　

（分割事業２）　

　営業収益 　　　　　　1,112 　　　　　　11

　営業損失 　　　　　　　　　　　　　 △227

　

（7）分割する資産、負債の状況（平成24年３月31日現在）

　「くりっく365」「くりっく株365」（分割事業１）

　資 産 　金額（千円） 　負 債 　金額（千円）

　流動資産 　　27,902,945　流動負債 　　27,902,945

　固定資産 　　　　　　－ 　固定負債 　　　　　　－

　合 計 　　27,902,945　合 計 　　27,902,945

　

　「為替24」（分割事業２）

　資 産 　金額（千円） 　負 債 　金額（千円）

　流動資産 　　 　332,156　流動負債 　　   332,156

　固定資産 　　　　　　－ 　固定負債 　　　　　　－

　合 計 　   　332,156　合 計 　   　332,156

　

（8）インヴァスト証券株式会社の概要

　代表者　　代表取締役社長　川路　猛

　住　所　　東京都港区西新橋一丁目６番21号

　資本金　　5,965百万円（平成24年３月31日現在）

　事業内容　金融商品取引業

　業　績　　平成24年３月期

　　　　　　営業収益　　2,943百万円　　資産合計　71,236百万円

　　　　　　経常利益　　　183百万円　　負債合計　62,253百万円

　　　　　　当期純利益　　188百万円　　純資産合計 8,983百万円　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日）における我が国の経済状況は、平成23年

３月に発災した東日本大震災の復興需要を背景に、景気回復の動きが続くと期待されているものの、欧州政府債務
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危機を巡る不確実性が依然として高いことなどから、世界景気の下振れや金融資本市場の変動が、我が国の景気を

下押すリスクになっています。また、冬場に向けての電力供給の制約や、デフレの影響等にも注意が必要な状況が続

いています。

　このような経済・市場環境のもと、当社グループ営業収益については、受入手数料は230百万円（前年同四半期

比69.3％減）、売上高は179百万円（同1.6％増）、トレーディング損益は1百万円（前年同四半期は0百万円の損

失）となりました。また、販売費及び一般管理費は571百万円（同30.1％減）となりました。

　なお、平成24年４月５日に発生いたしました、連結子会社であるスター為替証券株式会社の取引所為替証拠金取引

「くりっく365」の取引システム障害にかかった費用を特別損失として18百万円計上しております。

　また、連結子会社であるスター為替証券株式会社は、平成24年９月14日に東京金融取引所における為替証拠金取引

及び株価指数証拠金取引に係る事業と店頭為替証拠金取引に係る事業について、インヴァスト証券株式会社を承継

会社とする吸収分割契約書を締結いたしました。これに伴い、分割事業に係る固定資産の減損損失を108百万円計上

しております。当該吸収分割の詳細につきましては「第２　事業の状況」の「２ 経営上の重要な契約等」に記載の

とおりです。　

　この結果、当第２四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、営業収益411百万円（前年同四半期比55.6％

減）、営業損失309百万円（前年同四半期は34百万円の営業損失）、経常損失301百万円（前年同四半期は10百万円

の経常損失）、四半期純損失425百万円（前年同四半期は89百万円の四半期純損失）となりました。

① 投資・金融サービス業　

・外国為替証拠金取引業　

　為替市場では２月初めから続いた米ドル高基調により、３月15日には昨年４月以来となる１ドル＝84円台を付

けましたが、４月13日の日銀金融政策決定会合で「成長基盤強化支援の拡充」が決定されたことにより、急ピッ

チの米ドル高に対する警戒感が強まったことで、４月30日には１ドル＝80円を割り込むなどドル高に対する調整

が進み、５月後半からはおおむね１ドル＝79円台で推移しました。その後６月下旬には欧州情勢を睨みながら、再

びリスク回避姿勢が強まるにつれて米ドルは幾分上昇し、米ドル円相場と相関の高い、比較的残存期間の短い米

国債券利回りが強含む中、緩やかな米ドル高基調で推移し、１ドル＝80円台を回復する局面もありました。

　７月に入ると米ドル相場は、欧州情勢の悪化を背景にユーロに対しては上昇したものの、ＦＲＢの追加緩和観測

の高まりから他の通貨に対しては弱含みの展開となり、特に対円では総じて緩やかな下落が続き、23日には一時

１ドル＝77円台に下落しました。その後は日本の通貨当局による介入警戒感もあり、８月中旬には米国経済指標

の改善を受けた米国債券利回りの上昇につれて、20日に１ドル＝79円台後半まで上昇したのち調整、また９月に

は日銀の追加緩和もあって、再度１ドル＝79円台を回復する局面もありましたが長続きせず、米国債券利回りが

低下するにつれて米ドル安が進み、月末にかけては再び１ドル＝77円台に下落しました。

　なお、当第２四半期連結累計期間の東京金融取引所における取引所為替証拠金取引「くりっく365」の取引高は

27,713千枚（前年同四半期比61.5％減）、当社グループの取引高は1,773千枚（同70.7％減）となりました。

・株価指数証拠金取引業　

　当第２四半期連結累計期間の東京金融取引所における取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」の取引高

は784千枚（前年同四半期比75.7％増）、当社グループの取引高は45千枚（同34.1％減）となりました。

　この結果、投資・金融サービス業の営業収益は232百万円（前年同四半期比69.0％減）、営業損失279百万円（前

年同四半期は０百万円の営業利益）となりました。
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　なお、当社グループのうち、投資・金融サービス業を営むスター為替証券株式会社の自己資本規制比率は、以下

のとおりであります。

   
当第２四半期連結会計期間末

（百万円）

基本的項目  （Ａ） 2,920

補完的項目

評価差額金（評価益）等 17

金融商品取引責任準備金等  74

一般貸倒引当金  ―

その他  ―

計 （Ｂ） 92

控除資産 （Ｃ） 284

控除後自己資本(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) （Ｄ） 2,727

リスク相当額

市場リスク相当額  22

取引先リスク相当額  36

基礎的リスク相当額  285

計 （Ｅ） 344

 自己資本規制比率（％）　(Ｄ)／(Ｅ)×100  792.3

（注）　上記は金融商品取引法の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めにより決算数

値をもとに算出したものであります。

② 再生エネルギー・環境事業

　国内の住宅用太陽光発電システムの販売市場は、平成21年度から実施されている太陽光発電システムへの補助

金交付が今年度も継続されていることに加え、平成21年11月から開始された「電力買取制度」など、国策レベル

で普及が推進されております。また、昨年３月に発生した東日本大震災の影響から全国的に自家発電や節電の

ニーズも増加し、急速に市場が拡大しております。一方、先行する国内メーカーの積極的な事業強化と海外メー

カーによる価格攻勢でシェア競争が加速しているほか、太陽光発電システムの販売業者の中には住宅業界や電設

・電機業界以外からの新規参入も散見され、販売業者間の競争激化も進みました。

　なお、平成24年７月に施行された「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」に

よる産業用太陽光発電システムの販売・施工の需要増に伴い、当社グループでは同システムの営業に注力してお

ります。　

　この結果、当第２四半期連結累計期間の当社グループの再生エネルギー・環境事業の売上高は179百万円（前年

同四半期比1.6％増）、営業損失27百万円（前年同四半期は27百万円の営業損失）となりました。

　　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は、主に営業活動によるキャッシュ・フローが△

400百万円、投資活動によるキャッシュ・フローが△28百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが△９百万円

となったことから、前連結会計年度末に対して、438百万円減少（13.2％減）し、2,873百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは△400百万円（前年同四半期は313百

万円）となりました。これは主に税金等調整前四半期純損失△424百万円を計上し、差入保証金の減少額が2,364百

万円、外国為替取引預り証拠金の減少額が△2,390百万円となったことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは△28百万円（前年同四半期は△11百

万円）となりました。これは投資有価証券の売却による収入が13百万円あったものの、無形固定資産の取得による

支出が△40百万円となったことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出△９百

万円により、△９百万円（前年同四半期は△12百万円）となりました。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループは、前連結会計年度まで８期連続の営業損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間において

も、営業収益411百万円（前年同四半期比55.6％減）となり、営業損失309百万円を計上しております。また、中核事

業である外国為替証拠金取引業、特に取引所為替証拠金取引「くりっく365」に関しては、①平成23年８月２日及び

平成24年４月５日に発生した連結子会社スター為替証券株式会社の「くりっく365」のシステム障害、②平成23年

８月１日から開始されたレバレッジ規制、③競合他社の増加やそれに伴う手数料ディスカウントなどの競争激化の
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影響から業績が低迷していることが、大きな要因として認識しております。

  こうした状況の対応策としまして、まず、投資・金融サービス業に関しては、外国為替証拠金取引業、特に取引所

為替証拠金取引「くりっく365」及び、取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」と併せて、プロモーションや

キャンペーンに注力することで、競争力と収益力の強化を目指してまいりましたが、業績は依然として低迷が続き、

将来においても回復の見込みが乏しいと判断せざるをえない状況となりました。当社グループといたしましては、

財務状況の改善を進めることが急務と考え、同事業の規模を縮小することによって収支の改善を図ることを目的

に、平成24年９月14日に、取引所為替証拠金取引「くりっく365」、取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」及

び店頭為替証拠金取引「為替24」の事業について、インヴァスト証券株式会社を承継会社とする吸収分割契約書を

締結いたしました。詳細につきましては「第２　事業の状況」の「２ 経営上の重要な契約等」に記載のとおりであ

ります。

　

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）
普通株式 25,000,000
計 25,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月13日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,543,700 6,543,700

福岡証券取引所

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)

単元株式数

100株　

計 6,543,700 6,543,700 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

－ 6,543,700 － 2,500,000 － 1,427,605
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

吉　田　信　明 横浜市青葉区 1,220 18.65
佐　藤　不三夫 東京都世田谷区 396 6.06
吉原商品㈱ 東京都杉並区浜田山２丁目３番15号 255 3.91
木　原　和　喜 神奈川県鎌倉市 232 3.55
竹　村　義　則 広島市安佐南区 153 2.34
木原商事㈱ 東京都杉並区浜田山２丁目３番15号 141 2.16
木　原　秋　好 東京都杉並区 129 1.98
川　崎　芳　徳 福岡県春日市 83 1.28
入　江　悟 大阪府箕面市 75 1.15
石　崎　幸　七 福岡県太宰府市 72 1.10

計 ― 2,760 42.18

（注）　当社は自己株式1,584千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合24.21％)を保有しておりますが、当該自己

株式には議決権がないため、上記の「大株主の状況」からは除外しております。

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,584,500 ―　 ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,956,700 49,567 ―

単元未満株式 普通株式 2,500 ― ―

発行済株式総数 6,543,700 ― ―

総株主の議決権 ― 49,567 ―

　
②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

スターホールディングス㈱

福岡市博多区博多駅東

１―９―５
1,584,500― 1,584,500 24.21

計 ― 1,584,500― 1,584,500 24.21

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、金融商品取引業固有の事項のうち主なものについては、四半期連結財務諸表規則第61条及び第82条の規定に基

づいて、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関

する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,700,172 3,242,975

預託金 1,100,000 1,100,000

売掛金 3,595 8,390

トレーディング商品 80 －

商品 2,345 50,743

差入保証金 27,913,629 25,549,194

未収還付法人税等 406 259

その他 75,711 81,265

流動資産計 32,795,942 30,032,828

固定資産

有形固定資産 77,706 75,199

無形固定資産 105,293 20,978

投資その他の資産 367,273 302,941

投資有価証券 195,098 171,022

その他 186,114 145,201

貸倒引当金 △13,939 △13,283

固定資産計 550,272 399,119

資産合計 33,346,214 30,431,947
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 8,724 2,623

トレーディング商品 404 －

未払法人税等 10,984 5,718

外国為替取引預り証拠金 27,790,940 25,400,404

ポイント引当金 40,540 39,866

訴訟損失引当金 3,011 3,011

その他 537,186 796,727

流動負債計 28,391,791 26,248,353

固定負債

繰延税金負債 14,982 12,146

退職給付引当金 45,160 53,401

役員退職慰労引当金 320,720 1,230

負ののれん 337,497 322,824

固定負債計 718,361 389,602

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 74,552 74,552

特別法上の準備金計 74,552 74,552

負債合計 29,184,706 26,712,508

純資産の部

株主資本

資本金 2,500,000 2,500,000

資本剰余金 60,749 60,749

利益剰余金 1,951,466 1,525,668

自己株式 △375,242 △384,892

株主資本合計 4,136,974 3,701,525

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 24,534 17,913

その他の包括利益累計額合計 24,534 17,913

純資産合計 4,161,508 3,719,439

負債・純資産合計 33,346,214 30,431,947
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業収益

受入手数料 749,013 230,167

トレーディング損益 △40 1,310

売上高 176,228 179,117

その他 1,349 947

営業収益計 926,550 411,542

売上原価 144,175 150,326

純営業収益 782,374 261,215

販売費及び一般管理費 ※
 816,871

※
 571,001

営業損失（△） △34,496 △309,786

営業外収益

受取利息 868 795

受取配当金 1,677 1,657

負ののれん償却額 14,673 14,673

貸倒引当金戻入額 8,774 656

その他 2,536 545

営業外収益計 28,531 18,329

営業外費用

貸倒引当金繰入額 6 －

投資事業組合運用損 2,903 9,119

為替差損 1,639 540

減価償却費 1 －

その他 95 73

営業外費用計 4,646 9,733

経常損失（△） △10,611 △301,190

特別利益

固定資産売却益 － 267

投資有価証券売却益 － 7,802

特別利益計 － 8,070

特別損失

固定資産除却損 － 493

減損損失 － 108,299

金融商品取引責任準備金繰入れ 5,120 －

投資有価証券評価損 4,676 －

ゴルフ会員権評価損 － 966

割増退職金 2,363 －

再就職支援費用 4,200 3,000

システム障害費用 62,470 18,268

特別損失計 78,832 131,028

税金等調整前四半期純損失（△） △89,443 △424,148

法人税、住民税及び事業税 1,601 1,649

法人税等調整額 △1,127 －

法人税等合計 473 1,649

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △89,917 △425,798

四半期純損失（△） △89,917 △425,798
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △89,917 △425,798

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,831 △6,620

その他の包括利益合計 △1,831 △6,620

四半期包括利益 △91,748 △432,418

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △91,748 △432,418
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △89,443 △424,148

減価償却費 26,210 28,936

減損損失 － 108,299

負ののれん償却額 △14,673 △14,673

貸倒引当金の増減額（△は減少） △105,480 △656

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21,627 8,241

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △319,490

ポイント引当金の増減額（△は減少） 5,979 △673

受取利息及び受取配当金 △2,546 △2,452

投資有価証券売却損益（△は益） － △7,802

有形固定資産売却損益（△は益） － △267

有形固定資産除却損 － 493

預託金の増減額（△は増加） 300,000 －

差入保証金の増減額（△は増加） △523,455 2,364,435

長期未収債権の増減額（△は増加） 4,378 917

外国為替取引預り証拠金の増減額（△は減少） 418,137 △2,390,536

預り金の増減額（△は減少） △804 △1,437

その他 216,212 250,742

小計 256,141 △400,074

利息及び配当金の受取額 2,546 2,452

法人税等の支払額 △4,644 △3,485

法人税等の還付額 59,798 406

営業活動によるキャッシュ・フロー 313,841 △400,700

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △1,441

有形固定資産の売却による収入 － 380

無形固定資産の取得による支出 △9,080 △40,580

長期前払費用の取得による支出 △2,400 －

投資有価証券の売却による収入 － 13,302

従業員に対する貸付けによる支出 △1,600 －

従業員に対する貸付金の回収による収入 794 66

その他 540 240

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,746 △28,031

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △12,529 △9,650

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,529 △9,650

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 289,565 △438,382

現金及び現金同等物の期首残高 2,808,046 3,311,458

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,097,612

※
 2,873,075
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【継続企業の前提に関する事項】

 該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

  （減価償却方法の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　この変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【追加情報】

（吸収分割契約の締結）

　当社連結子会社のスター為替証券株式会社は、平成24年９月14日に取引所為替証拠金取引「くりっく365」、取引所

株価指数証拠金取引「くりっく株365」及び店頭為替証拠金取引「為替24」の事業について、インヴァスト証券株式

会社を承継会社とする吸収分割契約書を締結いたしました。本件分割の期日は、取引所為替証拠金取引「くりっく

365」及び取引所株価指数証拠金取引「くりっく株365」の事業につきましては平成24年12月２日、店頭為替証拠金

取引「為替24」の事業につきましては平成24年11月25日であります。詳細につきましては「第２　事業の状況」の

「２ 経営上の重要な契約等」に記載のとおりであります。

　

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

従業員給与・賞与 119,266千円 86,274千円

取引所等関係費 208,697 67,919

退職給付費用 33,361 17,062

ポイント引当金繰入額 5,979 10,421

訴訟損失引当金繰入額 225 －

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 3,965,217千円 3,242,975千円

証券取引責任準備金口 △10,792 △10,792

金融先物取引責任準備金口 △55,440 △63,760

外国為替取引担保預金 △801,372 △295,347

現金及び現金同等物 3,097,612 2,873,075
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日）

配当に関する事項

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年９月30日）

配当に関する事項

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 

報告セグメント

調整額
（注)1

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注)2

投資・金融
サービス業

再生
エネルギー・
環境事業　

合計

営業収益      

(1)外部顧客への営業収益 750,322176,228926,550 ― 926,550
(2)セグメント間の内部取引高
　 又は振替高

― 11 11 △11 ―

計 750,322176,239926,561 △11 926,550

セグメント利益又は損失(△) 280 △27,501△27,221△7,275△34,496

（注）1.セグメント利益又は損失(△)の調整額△7,275千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　2.セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 

報告セグメント

調整額
（注)1

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注)2

投資・金融
サービス業

再生
エネルギー・
環境事業　

合計

営業収益      

(1)外部顧客への営業収益 232,425179,117411,542 ― 411,542
(2)セグメント間の内部取引高
　 又は振替高

― ― ― ― ―

計 232,425179,117411,542 ― 411,542

セグメント損失(△) △279,582△27,056△306,638△3,147△309,786

（注）1.セグメント損失(△)の調整額△3,147千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。

　　　2.セグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。

　

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　　　「投資・金融サービス業」セグメントにおいて取引所為替証拠金取引「くりっく365」、株価指数証拠金取

引「くりっく株365」に係る事業及び店頭為替証拠金取引「為替24」の事業について、インヴァスト証券株

式会社を承継会社とする吸収分割契約書を締結いたしました。これに伴い分割事業に係る固定資産の減損

損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては108,299千

円であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）　

　１株当たり四半期純損失金額 　　　　　　　　　　16円38銭 　　　　　　　　　　85円52銭　

 （算定上の基礎） 　 　

　 四半期純損失金額 　　　　　　　　　89,917千円 　　　　　　　　 425,798千円

　 普通株主に帰属しない金額 　　　　　　　　　　 － 千円 　　　　　　　　　　 － 千円

　 普通株式に係る四半期純損失金額 　　　　　　　　　89,917千円 　　　　　　　　 425,798千円

　 普通株式の期中平均株式数 　　　　　　　　 5,488,772株 　　　　　　　　 4,978,839株

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また

　　　　潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

　

（重要な後発事象）

　当社は、平成24年11月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

　　資本効率の向上および今後の経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため実施す

るものであります。　

２．取得に係る事項の内容

（1）取得対象株式の種類　　　当社普通株式

（2）取得しうる株式の総数　　500,000株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合10.08％）　

（3）株式の取得価額の総額　　100百万円（上限）

（4）取得の方法　　　　　　　株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）市場における市場

　　　　　　　　　　　　　　 買付け　

（5）取得期間　　　　　　　　平成24年11月14日（水）から平成25年９月30日（月）まで

　

　

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年11月13日

スターホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥村　勝美　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　祐二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターホールディ

ングス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７

月１日から平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターホールディングス株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

　追加情報に記載されているとおり、会社の連結子会社のスター為替証券株式会社は、平成24年９月14日に取引所為替証拠

金取引「くりっく３６５」、取引所株価指数証拠金取引「くりっく株３６５」及び店頭為替証拠金取引「為替２４」の事

業について、インヴァスト証券株式会社を承継会社とする吸収分割契約書を締結した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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